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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】必要な波長において十分な光出力強度を得つつ
、不必要な波長の光を含むＡＳＥ光を低減可能な光増幅
器を提供する。
【解決手段】２つの電極層２０３、２０４と、それらの
間に設けられた活性層２０５と、活性層の面内方向に光
が導波される導波路とを含む積層体を有し、積層体への
入射光が導波路を経て積層体の面内方向の端面側２０２
から増幅されて射出される光増幅器であって、２つの電
極層の少なくともいずれか一方は導波路の導波方向に分
離されて設けられた２つ以上の電極を含む電極群を有し
、２つ以上の電極を用いて活性層における複数の異なる
領域に独立に電流を注入することで、入射光の波長に応
じて増幅率を変化させる光増幅器。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２つの電極層と、それらの間に設けられた活性層とを含む積層体を有し、
　前記積層体は、前記活性層の面内方向に光が導波される導波路を有し、
　前記積層体への入射光が、前記導波路を経て、前記積層体の面内方向の端面側から増幅
されて射出される光増幅器であって、
　前記２つの電極層の少なくともいずれか一方は、前記導波路の導波方向に分離されて設
けられた２つ以上の電極を含む電極群を有し、
　前記光増幅器は、前記２つ以上の電極を用いて、前記活性層における複数の異なる領域
に独立に電流を注入することで、前記入射光の波長に応じて、前記入射光の増幅率を変化
させることが可能に構成されている光増幅器。
【請求項２】
　前記２つ以上の電極を用いて、前記活性層における複数の異なる領域に注入される電流
を独立に制御する制御部を有する請求項１に記載の光増幅器。
【請求項３】
　前記入射光の波長において前記活性層の利得が正である、前記導波路内の領域を利得領
域、前記導波路に沿った利得領域の合計長さを利得長と定義するとき、前記入射光の波長
に応じて、前記利得長を変えることが可能に構成されている請求項１または２に記載の光
増幅器。
【請求項４】
　前記入射光の波長が短いほど、前記利得長を短くするように構成されている請求項１乃
至３のいずれか一項に記載の光増幅器。
【請求項５】
　前記入射光の波長が短いほど、前記活性層に注入される電流の電流密度を大きくするよ
うに構成されている請求項１乃至４のいずれか一項に記載の光増幅器。
【請求項６】
　前記入射光の波長が短いほど、前記電極群のうち、前記活性層に電流を注入するために
用いられる電極が少なくなるように構成されている請求項１乃至５のいずれか一項に記載
の光増幅器。
【請求項７】
　前記光増幅器から射出される光の波長の時間変化の波形が、略ガウシアン形状、略矩形
形状、略コサインテーパ形状のいずれかとなるように構成されている請求項１乃至６のい
ずれか一項に記載の光増幅器。
【請求項８】
　前記活性層が、非対称の量子井戸構造を有する請求項１乃至７のいずれか一項に記載の
光増幅器。
【請求項９】
　射出する光の波長を変化させる光源部と、前記光源部から射出された光を増幅する請求
項　１乃至８のいずれか一項に記載の光増幅器とを有する光源システム。
【請求項１０】
　前記光源部が面発光レーザである請求項９に記載の光源システム。
【請求項１１】
　射出する光の波長を変化させる光源部と、
　前記光源部から射出された光を増幅する請求項１乃至８のいずれか一項に記載の光増幅
器と、
　前記光増幅器から射出された光を、照射光学系を通り物体へ照射される照射光と、参照
光学系を通る参照光とに分波し、
　前記物体に照射された光の反射光と前記参照光による干渉光を発生させる干渉光学系と
、
　前記干渉光を受光して干渉信号を出力する信号出力部と、
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　前記干渉信号に基づいて、前記物体の情報を取得する取得部と、
を有する光干渉断層計。
【請求項１２】
　前記光源部が面発光レーザである請求項１１に記載の光干渉断層計。
【請求項１３】
　半導体光増幅器を用いて入射光を増幅する光増幅方法であって、
　前記半導体光増幅器を構成する少なくともいずれか一方の電極層は、前記半導体光増幅
器の光の導波路の導波方向に分離された、２つ以上の電極を含む電極群を有し、
　前記光増幅方法は、
　前記半導体光増幅器へ光を入射させる入射工程と
　前記半導体光増幅器へ入射した入射光の強度を増幅させる増幅工程と、
　前記増幅工程で強度が増幅された光を、前記半導体光増幅器から射出させる射出工程と
、を有し、
　前記増幅工程は、前記２つ以上の電極を用いて、前記半導体光増幅器の活性層における
複数の異なる領域に独立に電流を注入することで、前記入射光の波長に応じて、光増幅倍
率を変える工程を有する光増幅方法。
【請求項１４】
　前記入射光の波長において前記活性層の利得が正である、前記導波路内の領域を利得領
域、前記導波路に沿った利得領域の合計長さを利得長と定義するとき、
　前記増幅工程は、前記入射光の波長に応じて、前記利得長を変える工程を有する請求項
１３に記載の光増幅方法。
【請求項１５】
　前記増幅工程は、前記入射光の波長が短いほど前記利得長を短くする工程を有する請求
項１３または１４に記載の光増幅方法。
【請求項１６】
　前記増幅工程は、前記入射光の波長が短いほど、前記活性層のキャリア密度が大きくな
るように電流を前記活性層に注入する工程を有する請求項１３乃至１５のいずれか一項に
記載の光増幅方法。
【請求項１７】
　前記増幅工程は、前記入射光の波長が短いほど、前記利得領域を短くする工程を有する
請求項１３乃至１６のいずれか一項に記載の光増幅方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、波長可変光源から出る光を増幅する光増幅器、それを備える光干渉断層計、
及び光増幅器を用いた光増幅方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　眼底などの撮像装置として、光干渉断層計（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｈｅｒｅｎｃｅ　Ｔ
ｏｍｏｇｒａｐｈｙ、以下ＯＣＴという）が知られている。特に、波長可変光源を用いた
ＯＣＴ（Ｓｗｅｐｔ　Ｓｏｕｒｃｅ　ＯＣＴ、以下ＳＳ－ＯＣＴと略すことがある）が注
目されている。ＳＳ－ＯＣＴは、波長可変光源から出た光を物体へ照射する照射光と、参
照光とに分け、参照光と、物体の異なる深さから戻ってくる反射光とを干渉させる。そし
て、干渉光の強度の時間波形（干渉信号）に含まれる周波数成分を分析することで、物体
の断層に関する情報、具体的には断層像を得ることができる。ＯＣＴは、例えば眼科、循
環器科、皮膚科、半導体チップの検査等の工業用途で用いられている。
【０００３】
　波長可変光源の１つとして、垂直共振器型の面発光レーザ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ｃａｖ
ｉｔｙ　Ｓｕｒｆａｃｅ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｌａｓｅｒ、ＶＣＳＥＬ）を構成する２枚
の反射鏡のうちの片方を変位させて発振波長を変える波長可変光源が知られている。ミラ
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ーを動かすための機構としては、ＭＥＭＳを用いたものが知られている。以下、このよう
な波長可変光源をＭＥＭＳ－ＶＣＳＥＬと呼ぶことがある。ＭＥＭＳ－ＶＣＳＥＬは、高
速に波長可変可能であり、かつコヒーレンス長を長くできることが知られているため、Ｓ
Ｓ－ＯＣＴに用いる波長可変光源として好適である。
【０００４】
　ここで、十分なＳ／Ｎ比のＯＣＴ信号を得るために、ＯＣＴに用いられる光源は必要な
強度の光出力が得られることが好ましい。しかし、波長可変光源として、ＶＣＳＥＬ単体
を用いた場合、必要な強度の光出力を得ることは難しい。そこで、非特許文献１では、Ｍ
ＥＭＳ－ＶＣＳＥＬから出た光を、光増幅器（ＢＯＡ、Ｂｏｏｓｔｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ
　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）を用いて誘導増幅させることで、必要な光出力強度を得ている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｌｉｇｈｔｗａｖｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　
３３（１６）ｐ．３４６１－３４６８
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ここで、本発明者は、非特許文献１に開示のＢＯＡを用いた光出力強度の増幅には課題
があることを見出した。すなわち、ＢＯＡを用いて増幅するときに、ＢＯＡ自体からＡＳ
Ｅ（Ａｍｐｌｉｆｉｅｄ　Ｓｐｏｎｔａｎｅｏｕｓ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ）光が発生してし
まう。ＡＳＥ光はＢＯＡ自体から発生する自然放出光であり、ＡＳＥ光には、増幅させた
い波長以外の波長の光が含まれる。そのため、ＡＳＥ光を含む光が照射されて得られたＯ
ＣＴ信号にはノイズが含まれてしまう。
【０００７】
　非特許文献１では、時間的に波長が変化する入射光に対するＢＯＡの増幅率を、時間的
に変化させることが記載されている。ＢＯＡに注入する電流量を大きくすることで増幅率
を上げ、ある波長において必要な強度の光を得ることができる。しかし、電流量の調整だ
けでは、ある波長における必要な光出力強度が得られても、不必要な波長の光を含むＡＳ
Ｅ光の強度も大きくなってしまう場合がある。非特許文献１には、このような、ＢＯＡの
ＡＳＥ光を低減するための制御について何ら開示がない。
【０００８】
　そこで本発明は、上記課題に鑑み、必要な波長において十分な光出力強度を得つつ、不
必要な波長の光を含むＡＳＥ光を低減可能な光増幅器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る光増幅器は、２つの電極層と、それらの間に設けられた活性層とを含む積
層体を有し、前記積層体は、前記活性層の面内方向に光が導波される導波路を有し、前記
積層体への入射光が、前記導波路を経て、前記積層体の面内方向の端面側から増幅されて
射出される光増幅器であって、前記２つの電極層の少なくともいずれか一方は、前記導波
路の導波方向に分離されて設けられた２つ以上の電極を含む電極群を有し、前記光増幅器
は、前記２つ以上の電極を用いて、前記活性層における複数の異なる領域に独立に電流を
注入することで、前記入射光の波長に応じて、光の増幅率を変化させることが可能に構成
されている。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明に係る光増幅器によれば、光増幅器を構成する積層体の電極層の少なくともいず
れか一方を複数に分割することによって、光増幅器の増幅率に加えて、増幅される領域を
変えることができる。そのため、必要な波長において十分な光出力強度を得つつ、不必要
な波長の光を含むＡＳＥ光を低減できる。
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【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施形態１の波長掃引光源とＳＯＡの構成例を説明する図。
【図２】本発明の実施形態１のＳＯＡの（ａ）斜視図、（ｂ）上面図。
【図３】本発明の実施形態１のＳＯＡの（ａ）上面図の電極領域（ａ－ａ‘断面）と（ｂ
）非電極領域（ｂ－ｂ’断面）の断面図、（ｃ）光導波路（ｃ－ｃ‘断面）の断面図。
【図４】１０６０ｎｍ帯ＭＥＭＳ－ＶＣＳＥＬの掃引スペクトルを表すグラフ。
【図５】本発明の実施形態１のＳＯＡにおいて目標とする射出光の掃引スペクトルを表す
グラフ。
【図６】本発明の実施形態１のＳＯＡの活性層の利得スペクトルを表すグラフ。
【図７】本発明の実施形態１のＳＯＡにおけるキャリア密度Ｎと対象波長範囲において得
られる正の利得の総和∫ｇ（Ｎ）との関係を表すグラフ。
【図８】本発明の実施形態１のＳＯＡにおけるキャリア密度Ｎと得られる利得ｇ（Ｎ、λ
＝１０４０）との関係を表すグラフ。
【図９】本発明の実施形態１のＳＯＡにおけるキャリア密度Ｎとｇ（Ｎ、λ＝１０４０）
／∫ｇ（Ｎ）との関係を表すグラフ。
【図１０】本発明の実施形態１のＳＯＡにおける入射光波長λと最適駆動状態とするため
のＬｇ、Ｎｇ、Ｎａとの関係を表すグラフ。
【図１１】本発明の実施形態１のＳＯＡにおける入射光波長λと最適駆動状態とするため
の各電極領域におけるキャリア密度Ｎとの関係を表すグラフ。
【図１２】本発明の実施形態１のＳＯＡと単電極構成ＳＯＡとにおいて波長λと入射光波
長（ａ）１０３０、（ｂ）１０６０ｎｍにおいて最適駆動状態としたｇ（Ｎ、λ）・Ｌと
の関係を表すグラフ。
【図１３】本発明の実施形態２のＳＯＡの俯瞰図。
【図１４】本発明の実施形態２のＳＯＡにおける入射光波長λと最適駆動状態とするため
の各電極領域におけるキャリア密度Ｎとの関係を表すグラフ。
【図１５】本発明の実施形態２のＳＯＡと単電極構成ＳＯＡとにおいて波長λと入射光波
長（ａ）１０３０、（ｂ）１０６０ｎｍにおいて最適駆動状態としたｇ（Ｎ、λ）・Ｌと
の関係を表すグラフ。
【図１６】本発明の実施形態３のＳＯＡの俯瞰図を表すグラフ。
【図１７】本発明の実施形態２のＳＯＡと単電極構成ＳＯＡとにおいて波長λと入射光波
長（ａ）１０３０、（ｂ）１０６０ｎｍにおいて最適駆動状態としたｇ（Ｎ、λ）・Ｌと
の関係を表すグラフ。
【図１８】本発明の実施形態４のＳＯＡにおいて目標とする射出光の掃引スペクトルを表
すグラフ。
【図１９】本発明の実施形態４のＳＯＡにおける入射光波長λと最適駆動状態とするため
のＬｇ、Ｎｇ、Ｎａとの関係を表すグラフ。
【図２０】本発明の実施形態４のＳＯＡにおける入射光波長λと最適駆動状態とするため
の各電極領域におけるキャリア密度Ｎとの関係を表すグラフ。
【図２１】本発明の実施形態２のＳＯＡと単電極構成ＳＯＡとにおいて波長λと入射光波
長（ａ）１０３０、（ｂ）１０６０ｎｍにおいて最適駆動状態としたｇ（Ｎ、λ）・Ｌと
の関係を表すグラフ。
【図２２】本発明のＳＯＡを用いた実施形態５における光干渉断層撮像装置の構成例を説
明する図。
【図２３】本発明の実施形態３のＳＯＡにおける最適利得長に近くなる電極の長さの組み
合わせ例とそれぞれの電極領域における最適駆動状態とするためキャリア密度Ｎをまとめ
た表。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の実施形態に係る光増幅器について説明するが、本発明はこれらに限られない。
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【００１３】
　（光増幅器）
　本実施形態に係る光増幅器は、２つの電極層と、それらの間に設けられた活性層とを含
む積層体の構造を有する。積層体の一例として、下部電極層、下部クラッド層、活性層、
上部クラッド層、コンタクト層、上部電極層の順に有する構造が挙げられる。積層体が半
導体で構成させるものは、半導体光増幅器（Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｏｐｔｉｃａ
ｌ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ、以下ＳＯＡと略すことがある）と呼ばれる。以下では、ＳＯＡ
に入射する光を入射光、ＳＯＡから出る光を射出光と呼ぶことがある。また、ＳＯＡに光
が入射される側の積層体の端面を入射端面、光が射出される側の端面を射出端面と呼ぶこ
とがある。
【００１４】
　この積層体は、活性層の面内方向に光が導波される導波路を有し、積層体の面内方向の
端面側（入射端面側）への入射光が、導波路を経て、積層体の面内方向のもう一方の端面
側（射出端面側）から増幅されて射出される。導波路構造は例えば、上部電極層、上部コ
ンタクト層、上部クラッド層がリッジ構造を形成してなるリッジ導波路が挙げられる。
【００１５】
　また、活性層の上下に設けられた２つの電極層の少なくともいずれか一方は、導波路の
導波方向に分離されて設けられた２つ以上の電極からなる電極群を有している。
【００１６】
　本実施形態に係る光増幅器は、電極群を構成する２つ以上の電極を用いて、活性層にお
ける複数の異なる領域に独立に電流を注入することで、入射光の波長に応じて、光の増幅
率を変化させることが可能に構成されている。
【００１７】
　なお、活性層における複数の異なる領域に独立に電流を注入するための制御部を有して
いても良い。
【００１８】
　（入射光の波長に応じた光増幅率の制御）
　本実施形態に係る光増幅器は、入射光の波長に応じて、入射光の増幅率を変化させるこ
とにより、必要な波長のみを選択的に増幅させて十分な光出力強度を得つつ、それ以外の
不必要な波長の光を含むＡＳＥ光の発生を極力抑えることが出来る。例えば、入射光のう
ち波長λ１の光を増幅させたい場合は、光増幅器への電流注入量を調整して、λ１の波長
の光が、光増幅器から十分な光出力強度をもって射出されるようにする。射出される光に
、不必要な波長を含むＡＳＥ光が含まれてしまう場合は、光増幅器に電流が注入されて光
が増幅される領域を短くして、λ１以外の波長の光を含むＡＳＥ光の発生を低減する。す
なわち、光増幅器への電流注入量（電流密度）に加えて、光が増幅される領域を変えるこ
とで、特定の波長を増幅させ、それ以外の波長の増幅を抑制させることができる。光が増
幅される領域を調整できるのは、上記積層体を構成する電極層が複数の電極に分離されて
設けられ、電流注入を独立に制御できるからである。各電極への電流注入量の制御は、制
御部によって制御される。光増幅器と制御部とを合わせて光源システムと呼んでも良い。
【００１９】
　なお、光が増幅される領域を利得長と言い換えることができる。ここで、入射光の波長
において利得が正である、導波路内の領域を利得領域、導波路に沿った利得領域の合計長
さが利得長と定義される。具体的には、入射光の波長が、長波長であるほど利得長を長く
することで、長波長の光を選択的に増幅可能であり、短波長であるほど利得長を短くする
ことで、短波長の光を選択的に増幅可能である。利得長を短くする方法としては、活性層
に注入するために用いられる電極を減らす方法がある。したがって、短波長であるほど光
増幅器の活性層に電流注入するための電極の数を少なくすることで、短波長の光を選択的
に増幅可能である。逆もまた同様である。
【００２０】
　また、活性層に注入される電流の電流密度が大きいと、短波長の光を増幅しやすく、長
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波長の光を増幅しにくくなるため、入射光の波長が短いほど、活性層に注入される電流密
度を大きくすることが好ましい。
【００２１】
　なお、光増幅器から射出される光の波長の時間変化の波形（スペクトル形状）は、略ガ
ウシアン形状、略コサインテーパ形状のいずれかであることが好ましい。なぜなら、その
ようなスペクトル形状の光がＯＣＴの測定光として用いられると、ノイズの少ないＯＣＴ
像が得られやすいからである。ここで、略ガウシアン形状、略矩形形状、略コサインテー
パ形状とは、ガウシアン形状、コサインテーパ形状だけでなく、ＯＣＴ像に大きなノイズ
がのらない範囲で、ガウシアン形状、コサインテーパ形状から少しずれた形状を含む概念
である。
【００２２】
　また、電極群が少なくとも３つの電極から構成され、電極群のうち少なくとも１つの電
極に電流が注入されない場合に、電流が注入されないその電極は、積層体の入射端面に最
も近い位置に設けられた電極ではないことが好ましい。また、電流が注入されない電極は
光が射出される端面に最も近い位置に設けられた電極であることが好ましい。
【００２３】
　また、電極群の電流密度が略同一になるように構成されていることが好ましい。
【００２４】
　１つの光幅器における利得は、主に電極領域における電流密度により時間的に変化させ
ることができる。光導波路上の領域のうち、入射光の中心波長における利得が正である領
域を利得領域、ゼロ以下である領域を非利得領域とする。
【００２５】
　以下、本発明の実施形態に係る光増幅器について、具体構成を挙げて詳細を説明する。
以下の実施形態で挙げる構成、寸法、材料、制御方法は１つの例であり、本発明はこれに
限定されるものではない。なお、以下では光増幅器としてＳＯＡ、光源として、射出する
光の波長をＭＥＭＳ機構で掃引する波長掃引光源、を用いた構成を例に説明する。また以
下では、ＭＥＭＳ機構で波長掃引する波長掃引光源としては、前述のＭＥＭＳ－ＶＣＳＥ
Ｌを例に説明する。本例のＭＥＭＳ－ＶＣＳＥＬは、ＶＣＳＥＬの共振器を構成する一方
のミラー（ＭＥＭＳミラーと呼ぶことがある）を静電引力で変位させる構成である。
【００２６】
　（実施形態１）
　以下に本発明の実施形態１を示す。
【００２７】
　本実施形態におけるＳＯＡと、波長掃引光源について、図１を用いて説明する。まず、
波形発生装置（ｆｕｎｃｔｉｏｎ　ｇｅｎｅｒａｔｏｒ）１０１から、波長掃引光源１０
２のＭＥＭＳ駆動を制御する電圧増幅器１０３と、ＳＯＡ１０４の駆動を制御する電流制
御器（制御部）１０５に同じ信号を送る。こうすることで、波長掃引光源１０２のＭＥＭ
Ｓ駆動とＳＯＡ１０４の駆動を時間的に同期させることができる。したがって、あらかじ
め波長掃引光源１０２のＭＥＭＳミラーの変位を制御するための電圧値と発振波長との関
係を把握しておくことで、発振波長に応じてＳＯＡ１０４の駆動電流値を制御することが
できるようになる。また、波長掃引光源１０２とＳＯＡ１０４との間には、波長掃引光源
１０２への戻り光抑制のため、アイソレータ１０７が設けられる。
【００２８】
　次に、本実施形態におけるＳＯＡの構成を図２、３に示す。
【００２９】
　図２は本実施形態におけるＳＯＡの斜視図（ｂ）はＳＯＡの上面図である。図３（ａ）
は本実施形態におけるＳＯＡの電極が設けられている領域（ａ－ａ‘断面）の断面図、（
ｂ）は電極が設けられていない非電極領域（ｂ－ｂ’断面）の断面図である。図３（ｃ）
は本実施形態におけるＳＯＡの光導波路（ｃ－ｃ‘断面）の断面図を示している。なお、
ＳＯＡは図１に示すように、全ての電極は駆動系（ドライバ）と接続されており、各電極
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領域に対してそれぞれ独立に、活性層に注入する電流量（電流密度）を制御できる機構を
備えている。
【００３０】
　次に、本実施形態に係るＳＯＡの製造手順を説明する。
【００３１】
　まず、ＧａＡｓ基板２１０上に、ｎ型クラッド層２１１としてｎ－Ａｌ０．９ＧａＡｓ
、を、例えばＭＯＣＶＤ（Ｍｅｔａｌ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ
　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）法を用いて順次エピタキシャル成長させる。同様にＭＯＣＶＤ
で、活性層２０５として単一量子井戸構造のＧａＩｎ０．３Ａｓ、ｐ型クラッド層２１２
としてｐ－Ａｌ０．９ＧａＡｓ、コンタクト層２１３として高ドープのｐ－ＧａＡｓを、
順次エピタキシャル成長させる。各層が積層されたウエハを一般的なフォトリソグラフィ
法およびウェット／ドライエッチングにより、リッジ２０６を形成して光導波路を形成す
る。リッジ２０６を形成することにより、活性層内の導波路部分に光を閉じ込め、導波さ
せることができる。たとえば、スパッタ法を用いてＳｉＯ２を形成した後、フォトリソグ
ラフィ法を用いてフォトレジストで光導波路形成のためのストライプ状マスクを形成する
。その後、ウェットエッチングによりＳｉＯ２、ドライエッチングによりマスク以外の部
分の半導体を選択的に除去する。このとき、除去する部分はコンタクト層２１３とｐ型ク
ラッド層２１２の途中までとする。光導波路幅は単一モードとするために３ｕｍの幅とす
る。入射端面２０１および射出端面２０２における反射を抑えるために、光導波路は端面
付近で各端面の法線方向に対して約７度傾斜させている。
【００３２】
　次に、真空蒸着法およびフォトリソグラフィを用いてｐ電極２０３を形成する。ｐ電極
２０３は、たとえばＴｉ／Ａｕであり、光導波路上に導波方向に対して直列にそれぞれが
絶縁された状態で複数配置する。さらに、非電極領域のコンタクト層２１３をクエン酸過
水を用いたウェットエッチングによる除去を行い、電気的に絶縁された領域とする。
【００３３】
　ｎ電極２０４を形成する前に、基板２１０部分を研磨により１００μｍ程度の厚さまで
薄くする。こうすることで、ファセット面での劈開が容易となる。そして、ｎ電極２０４
を真空蒸着法により形成する。ｎ電極２０４は、たとえばＡｕＧｅ／Ｎｉ／Ａｕである。
良好な電気特性を得るため、高温窒素雰囲気中でアニールを行い、両電極と半導体を合金
化する。最後に、劈開により入射端面２０１および射出端面２０２にファセット面を出す
ことでＳＯＡの素子が完成する。
【００３４】
　上記形成方法や半導体材料、電極材料、誘電体材料などは実施形態で開示したものに限
るものではなく、本発明の主旨を外れないものであれば、他の方法や材料を利用すること
も可能である。たとえば、基板２１０はｐ型ＧａＡｓ基板を用いてもよく、その場合は各
半導体層の導電型もそれに応じて変更させる。
【００３５】
　活性層２０５は単一量子井戸（ＳＱＷ）構造とした例を示しているが、複数の量子井戸
をもつ多重量子井戸（ＭＱＷ）構造でもよい。ＭＱＷ構造は、組成および井戸幅が互いに
同じであっても、複数の量子井戸のうち少なくとも１つの組成か井戸幅が異なる、非対称
多重量子井戸（Ａ－ＭＱＷ）構造（非対称の量子井戸構造）でもよい。また、量子井戸を
構成する材料も前述のものに限られず、ＧａＡｓ、ＧａＩｎＰ、ＡｌＧａＩｎＮ、ＡｌＧ
ａＩｎＡｓＰ、ＡｌＧａＡｓＳｂ等の発光材料を用いてもよい。
【００３６】
　活性層２０５は導波方向に対して単一厚さおよび単一組成としているが、本発明の効果
が得られる範囲であればこれに限定されない。
【００３７】
　光導波路は直線形状、一定の幅、一定の屈折率が得られる形状としているが、本発明の
効果が得られる範囲であればこれに限定されない。たとえば、曲がっているもしくは分岐
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うに構成されていてもよい。また、ＳＯＡから出る光が、単一（シングル）モードとなる
ように光導波路幅は３μｍとした例を示しているが、多（マルチ）モードとなるようにし
ても良い。
【００３８】
　また、光導波路としてリッジ型光導波路を採用した例を示しているが、たとえばストラ
イプ型の活性層、もしくは電流ブロック層を導入して、電流もしくは光を閉じ込める形態
としてもよい。
【００３９】
　本実施形態におけるＳＯＡは、入射端面、射出端面の、各端面における反射を抑えるた
めに、光導波路は端面付近で各端面の法線方向に対して約７度傾斜させた例を示している
が、本発明の効果が得られる範囲であれば７°に限定されない。
【００４０】
　本実施形態では電極群に含まれる電極の数は３つとした例を示しているが、本発明の効
果が得られる要件を満たす電極数（２つ以上）であればこれに限定されない。
【００４１】
　入射端面２０１もしくは射出端面２０２もしくはその両方の端面における光、および電
流の集中を抑えるために、端面付近に非利得領域（窓構造）を形成する構成としてもよい
。
【００４２】
　入射端面２０１もしくは射出端面２０２もしくはその両方の端面での反射を抑えるため
に、端面に反射防止（ＡＲ）膜を形成してもよい。
【００４３】
　ｐ電極２０３を導波方向に対して直列に複数配置した例を示しているが、ｎ電極２０４
もしくは両方の電極が複数配置されている構成であってもよい。
【００４４】
　非電極領域の長さは導波路上で一定とした例を示しているが、本発明の効果が得られる
範囲であればこれに限定されない。
【００４５】
　次に、複数の電極の駆動状態を説明する。
【００４６】
　なお、以下ではキャリア密度によりＳＯＡの駆動状態を規定しているが、実際には利得
領域および非利得領域におけるキャリア密度が所望の値となるように各電極領域における
電流密度を調整する。
【００４７】
　本実施形態では入射光として、１０６０ｎｍ付近に中心波長をもつ、ＭＥＭＳ－ＶＣＳ
ＥＬの掃引スペクトル（図４）、目標とする射出光として、次式に示す掃引スペクトル形
状（図５に実線で表示）を想定している。図４はＥｌｅｃｔｒｏｎ　Ｌｅｔｔ　２０１２
　Ｏｃｔ　１１　４８（２１）　１３３１－１３３３を引用している。
【００４８】
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【数１】

【００４９】

【数２】

　ここで、λ：波長、Ｐ：光強度である。
【００５０】
　この掃引スペクトルは、入射光における掃引波長範囲（１０１０～１０８０ｎｍ）にお
いては、中心波長１０６０ｎｍ、中心波長における光強度２０ｍＷ、半値全幅９０ｎｍの
ガウシアン形状（図５に点線で表示）である。それ以外の波長範囲においては、光強度０
ｍＷとした形状である。また、本実施形態では図２に示すように３電極構成とし、電極領
域の区分で利得領域と非利得領域に分けた場合、複数の利得領域はそれぞれ同一のキャリ
ア密度とする。さらに、非利得領域では入射光波長における利得がゼロとなるキャリア密
度とする。
【００５１】
　ＳＯＡにおいて、入射光の掃引スペクトルを目標とする掃引スペクトルとして射出する
ためには、次の式を満たす状態とする必要がある。
【００５２】

【数３】

　ここで、λ：波長（１０１０～１０８０ｎｍ）、Ｐｉｎ（λ）：波長λにおける入射光
強度、Ｐｏｕｔ（λ）：波長λにおける射出光強度とする。また、ｇ（Ｎ、λ）：キャリ
ア密度Ｎのときの波長λにおけるＳＯＡの利得、Ｌｇ：ＳＯＡの利得領域の合計長さ、Γ
：ＳＯＡの光導波路における閉じ込め係数である。以下では、Γ＝０．０３とした計算結
果を示す。
【００５３】
　本実施形態のＳＯＡの活性層における利得スペクトルを図６に示す。また、これをもと
にして、キャリア密度Ｎと対象波長範囲において得られる正の利得の総和∫ｇ（Ｎ）との
関係を求めた（図７）。∫ｇ（Ｎ）は、対象波長範囲においてキャリア密度ＮにおけるＳ
ＯＡ自体から発生する利得領域の単位長さあたりのＡＳＥ光の総量を表す指標として用い
ている。
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【００５４】
　たとえば、入射光波長１０６０ｎｍにおける最適駆動状態の導出方法を以下に示す。最
適駆動状態とは、所望の掃引スペクトルを形成するように、ある波長の入射光（この場合
は波長１０６０ｎｍ）を増幅させ、かつＡＳＥ光を極力低減させる駆動状態を指す。ここ
でいう駆動状態とは、各電極領域の長さとそれらの電極領域におけるキャリア密度の組み
合わせを指す。つまり、利得領域の合計長さ（利得長）とキャリア密度をそれぞれＬｇ、
Ｎｇ、非利得領域の合計長さ（非利得長）とキャリア密度をそれぞれＬａ、Ｎａとすると
、最適駆動状態を決定するためにはこれら４つの値を決定する必要がある。
【００５５】
　まず、最適駆動状態とするためのＮｇ、Ｎａを求める。
【００５６】
　波長１０６０ｎｍにおけるキャリア密度Ｎと得られる利得ｇ（Ｎ、λ＝１０６０）との
関係を図８に示す。次にこれをもとにして、ｇ（Ｎ、λ＝１０６０）／∫ｇ（Ｎ）を計算
した結果を図９に示す。ｇ（Ｎ、λ）／∫ｇ（Ｎ）は、対象波長範囲におけるＡＳＥ光の
総量に対する波長λにおける利得の大きさを表しており、この値が大きいほどＡＳＥ光の
量を抑えながら波長λの入射光を効率よく増幅できることを意味している。図９において
ｇ（Ｎ、λ＝１０６０）／∫ｇ（Ｎ）の値が最大となるのは、Ｎが２．２Ｅ＋１８／ｃｍ
３のときであるので、入射光波長が１０６０ｎｍのとき、最適駆動状態とするためのＮｇ

は２．２Ｅ＋１８／ｃｍ３と決定される。一方、最適駆動状態とするためのＮａは、波長
１０６０ｎｍにおける利得がゼロとなるキャリア密度とするので、図８よりｇ（Ｎ、λ＝
１０６０）＝０となる１．８Ｅ＋１８／ｃｍ３と決定される。
【００５７】
　次に、最適駆動状態とするためのＬｇを求める。
【００５８】
　この長さは式Ａに、図４よりＰｉｎ（λ＝１０６０）＝１．５５［ｍＷ］、図５よりＰ

ｏｕｔ（λ＝１０６０）＝２０［ｍＷ］、図６よりｇ（Ｎ＝２．２Ｅ＋１８、λ＝１０６
０）＝５９７［／ｃｍ］、Γ＝０．０３の値を代入して得られる。その結果、Ｌｇ＝１４
２９［μｍ］が導出される。
【００５９】
　以上より、入射光波長１０６０ｎｍにおける最適駆動状態は、Ｎｇ＝２．２Ｅ＋１８［
／ｃｍ３］、Ｎａ＝１．８Ｅ＋１８［／ｃｍ３］、Ｌｇ＝１４２９［μｍ］と決定される
。
【００６０】
　同様にして、対象波長範囲である１０１０～１０８０ｎｍに対して最適駆動状態とする
ためのＬｇ、Ｎｇ、Ｎａを求めた結果を図１０に示す。基本的には、入射光が長波長であ
るほど、最適駆動状態とするためのＬｇは長く、ＮｇとＮａは低くなる傾向がある。
【００６１】
　本実施形態では電極の数を３つとするので、少なくとも入射光のうち３波長においては
最適な利得長とすることができる。たとえば入射光波長１０１０、１０４０、１０８０ｎ
ｍにおいて最適な利得長とするように最適駆動状態を設定することを考える。入射光波長
１０１０、１０４０、１０８０ｎｍにおける、最適駆動状態とするためのＬｇは図１０よ
りそれぞれ、４１７、９２０、３６３０μｍである。したがって、第ｎ電極の長さをＬｎ

とすると、図３におけるＬ１、Ｌ２、Ｌ３を４１７、５０４、２７０９μｍ（順不同）と
すると、組み合わせにより選択した３種類の入射光波長に対してそれぞれ最適駆動状態と
するためのＬｇがとれることになる。そして、Ｌａ＝Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３－ＬｇよりＬａを
決定することができる。
【００６２】
　一方、選択した３波長以外の波長においては最適駆動状態とするための利得長をとるこ
とができないが、電極長の組み合わせにより最も近くなる組み合わせを考えることで、最
適駆動状態に近づけることができる。
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【００６３】
　以上より、第ｎ電極領域におけるキャリア密度をＮｎとしたとき、入射光波長λに対す
る最適駆動状態とするためのＮ１、Ｎ２、Ｎ３、Ｌｇをまとめると図１１のようになる。
なお、Ｎｇを黒丸、Ｎａを白丸で各プロット点を示す。
【００６４】
　本実施形態の駆動状態におけるＳＯＡと、単電極構成ＳＯＡとで、たとえば入射光波長
１０３０、１０６０ｎｍにおいて最適駆動状態としたｇ（Ｎ、λ）・Ｌを比較すると、そ
れぞれ図１２（ａ）、（ｂ）のようになる。これより、同じ入射光波長で比較すると、本
実施形態の駆動状態におけるＳＯＡの方が単電極構成ＳＯＡよりＳＯＡ自体から発生する
ＡＳＥ光の量を大幅に低減できていることが分かる。
【００６５】
　本実施形態では目標とする射出光として、中心波長１０６０ｎｍ、中心波長における光
強度２０ｍＷ、半値全幅９０ｎｍのガウシアン形状の掃引スペクトルを想定して計算した
例を示している。しかし本実施形態では、中心波長、中心波長における光強度、半値全幅
、掃引スペクトル形状はこれに限定されない（矩形形状に関しては実施形態４参照）。
【００６６】
　複数の利得領域はそれぞれ同一のキャリア密度とする例を示しているが、それぞれのキ
ャリア密度は同一としなくても効果が得られる範囲が存在する。
【００６７】
　非利得領域は入射光波長における利得がゼロとなるキャリア密度とした例を示している
が、入射光波長に対する利得がゼロ以下であれば効果があり、ゼロもしくは逆バイアスで
駆動させてもよい。また、非利得領域のキャリア密度をゼロとする場合、必要でなければ
非利得領域と駆動系とを接続しない構成、もしくは非利得領域に電極を形成しない構成と
してもよい。
【００６８】
　最適駆動状態とする入射光波長を１０１０、１０４０、１０８０ｎｍとした例を示して
いるが、対象波長範囲内であればこの波長に限定されない。ただし、対象波長範囲内でば
らつかせるように設定することが好適構成となる。
【００６９】
　電極は３電極構成とした例を示しているが、２つ以上であれば本発明の効果が得られる
（２電極構成に関しては実施形態２参照）。
【００７０】
　短い長さ（たとえば１０μｍ）の電極を多数配置する構成としてもよい。こうすること
で、より最適駆動状態とするための利得長に近づけることが可能となる（利得領域を細か
く設定できる電極構成に関しては実施形態３参照）。ただし、この構成とした場合、非電
極領域における吸収が大きくなり、電極構成や駆動状態の制御が困難となる場合がある。
【００７１】
　本実施形態ではＬ１＝４１７［μｍ］、Ｌ２＝５０４［μｍ］、Ｌ３＝２７０９［μｍ
］とした例を示したが、電極の長さとその電極のキャリア密度をセットとし、デバイス内
でそれぞれ入れ替えても同じ効果が得られる。
【００７２】
　本実施形態ではＬ１＝４１７［μｍ］、Ｌ２＝５０４［μｍ］、Ｌ３＝２７０９［μｍ
］とした例を示したが、たとえば、Ｌ１＝４１７［μｍ］、Ｌ２＝９２０［μｍ］、Ｌ３

＝２２９３［μｍ］としても、所望の利得長をとることができる。
【００７３】
　電極は３電極構成とした例を示しているが、さらに多い場合でも実質的に同じ駆動状態
であれば同じ効果が得られる。例えば、図１１の入射光波長１０１０ｎｍにおける駆動状
態（Ｌ１＝４１７［μｍ］、Ｌ２＝５０４［μｍ］、Ｌ３＝２７０９［μｍ］、Ｎ１＝８
．０Ｅ＋１８［／ｃｍ３］、Ｎ２＝Ｎ３＝３．０Ｅ＋１８［／ｃｍ３］）を変えても良い
。例えば、Ｌ１＝２００［μｍ］、Ｌ２＝２１７［μｍ］、Ｌ３＝５０４［μｍ］、Ｌ４
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＝２７０９［μｍ］、Ｎ１＝Ｎ２＝８．０Ｅ＋１８［／ｃｍ３］、Ｎ３＝Ｎ４＝３．０Ｅ
＋１８［／ｃｍ３］へと変えても、実質的には同じ駆動状態と見なせる。
【００７４】
　駆動状態に影響が及ばなければ、Ｌａは長く設計してもかまわない。ただし、長くする
と不必要なＡＳＥ光の量が大きくなるため、極力短くすることが望ましい。
（ＳＯＡの利得スペクトルの制御方法）
　上記本実施形態に係るＳＯＡと波長掃引光源の別の構成例について説明する。本構成例
ではまず、波長掃引光源１０２を駆動させ、出射された光をビームスプリッタ（不図示）
で分波する。分波された光の一部をモニタ光としてラインセンサ（不図示）で検出し、モ
ニタ光の中心波長に対応する信号を制御部１０５に送信する。そして、その信号に基づい
てＳＯＡ１０４の各電極へ電流を注入する。このような構成により、ＳＯＡ１０４を実際
に波長掃引光源から射出された光の波長に対応する利得スペクトルに制御できる。
また、あらかじめ、波長掃引光源１０２のＭＥＭＳミラーの変位を制御するための電圧値
と発振波長との関係を把握しておく構成としてもよい。すなわち、波長掃引光源１０２の
ＭＥＭＳ駆動を制御する電圧増幅器（不図示）とＳＯＡの電流制御器１０５に波形発生装
置１０１から同じ信号を送り、ＳＯＡを波長掃引光源からの射出光に対応する利得スペク
トルとなるよう制御してもよい。
また、波長掃引光源１０２から射出される光の波長の時間変化と、射出された光の各波長
に適した光増幅をするために、ＳＯＡに注入する必要がある電流値との対応関係をテーブ
ルとして記憶したメモリ（不図示）を有する構成でもよい。
（光増幅方法）
上記本実施形態に係る光増幅器を用いて入射光を増幅する光増幅方法について説明する。
本実施形態に係る光増幅方法は実施形態１で説明したような半導体光増幅器を用いる。具
体的には半導体光増幅器を構成する少なくともいずれか一方の電極層は、半導体光増幅器
の光の導波路の導波方向に分離された、２つ以上の電極を含む電極群を有するものである
。
本実施形態における光増幅方法は、以下の３つの工程を少なくとも有する。
（１）半導体光増幅器へ光を入射させる入射工程。
（２）半導体光増幅器へ入射した入射光の強度を増幅させる増幅工程。
（３）増幅工程で強度が増幅された光を、前記半導体光増幅器から射出させる射出工程。
（３）の増幅工程は、半導体光増幅器の２つ以上の電極を用いて、半導体光増幅器の活性
層における複数の異なる領域に独立に電流を注入することで、入射光の波長に応じて、光
増幅倍率を変える工程を有する。
また、入射光の波長において活性層の利得が正である、導波路内の領域を利得領域、導波
路に沿った利得領域の合計長さを利得長と定義する。このとき増幅工程は、入射光の波長
に応じて、利得長を変える工程を有することが好ましい。
また、増幅工程は、入射光の波長が短いほど利得長を短くする工程を有することが好まし
い。
また、増幅工程は、入射光の波長が短いほど、活性層のキャリア密度が大きくなるように
電流を活性層に注入する工程を有する。
また、増幅工程は、入射光の波長が短いほど、利得領域を短くする工程を有する。
【００７５】
　（実施形態２）
　以下に本発明の実施形態２を示す。
【００７６】
　本実施形態におけるＳＯＡの素子構成の上面図を図１３に示す。本実施形態においては
、電極構成および駆動状態を除いて実施形態１と同一である。そのため、実施形態１との
差分のみを説明する。
【００７７】
　本実施形態では、上部の電極層が２つの電極を含む電極群を有していることを特徴とす
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る。これにより、最適駆動状態の導出と実際の駆動をより簡易に実行することができるよ
うになる。
【００７８】
　本実施形態ではたとえば１０２０、１０７０ｎｍに対して最適駆動状態にできるように
電極の長さを設計することを考える。
【００７９】
　実施形態１に示した方法により最適駆動状態を導出し、入射光波長λに対する最適駆動
状態とするためのＮ１、Ｎ２、Ｌｇをまとめると図１４のようになる。なお、Ｎｇを黒丸
、Ｎａを白丸で各プロット点を示す。ただし、ここで示している電極構成（Ｌ１＝３２１
［μｍ］、Ｌ２＝３３０９［μｍ］）は１例であり、電極の長さとその電極に対応する駆
動状態を入れ替えても同様の効果が得られる。
【００８０】
　本実施形態のＳＯＡと単電極構成ＳＯＡとで、たとえば入射光波長１０３０、１０６０
ｎｍにおいて最適駆動状態としたｇ（Ｎ、λ）・Ｌを比較すると、それぞれ図１５（ａ）
、（ｂ）のようになる。これより、同じ入射光波長で比較すると、本実施形態のＳＯＡの
方が単電極構成ＳＯＡよりＳＯＡ自体から発生するＡＳＥ光の量を大幅に低減できている
ことが分かる。
【００８１】
　（実施形態３）
　以下に本発明の実施形態３を示す。
【００８２】
　本実施形態におけるＳＯＡの素子構成を図１６に示す。本実施形態においては、電極構
成および駆動状態を除いて実施形態１と同一である。そのため、実施形態１との差分のみ
を説明する。
【００８３】
　本実施形態では、電極の長さを規則的に変化させた電極構成であることを特徴とする。
こうすることで、組み合わせによる利得長および非利得長を実施形態１に対してより自由
度を高く調整することができるようになる。
【００８４】
　実施形態１では、ある入射光波長に対して最適駆動状態とするための利得長がとれるよ
うに各電極の長さを設定したが、この構成だとそれら以外の波長においては最適駆動状態
とするための利得長とすることができない。本実施形態では対象波長範囲の全ての入射光
波長に対して、最適駆動状態とするための利得長により近い長さとなる電極の長さの組み
合わせがとれるように電極の長さを設計する。たとえば、Ｌｋ＝２ｍ・Ｌｌ（ｋ、ｌ、ｍ
：自然数）を満たす電極をなるべく多くとる構成とする。具体的には図１６に示すように
、Ｌ１～Ｌ８を２０、４０、８０、１６０、３２０、６４０、１２８０、１０９０μｍ（
順不同）とする。これにより、最適駆動状態とするための利得長が最も大きな値となる入
射光波長１０８０ｎｍにおいて最適駆動状態とするための利得長がとれる構成となる。そ
れに加え、電極の長さの組み合わせにより、各入射光波長における最適駆動状態とするた
めの利得長と、実際の利得長との差を１０μｍ未満に抑えることができるようになる。
【００８５】
　実施形態１に示した方法により最適駆動状態を導出し、入射光波長に対する最適駆動状
態とするためのそれぞれの電極領域の長さとキャリア密度をまとめると図２３のようにな
る。ただし、ここで示している電極構成（Ｌ１＝２０［μｍ］、Ｌ２＝４０［μｍ］、Ｌ

３＝８０［μｍ］、Ｌ４＝１６０［μｍ］、Ｌ５＝３２０［μｍ］、Ｌ６＝６４０［μｍ
］、Ｌ７＝１２８０［μｍ］、Ｌ８＝１０９０［μｍ］）は１例である。前述の各電極の
長さとその電極に対応する駆動状態を入れ替えても同様の効果が得られる。なお、色を付
けたキャリア密度は非利得領域におけるキャリア密度を表す。
【００８６】
　本実施形態のＳＯＡと単電極構成ＳＯＡとで、たとえば入射光波長１０３０、１０６０
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ｎｍにおいて最適駆動状態としたｇ（Ｎ、λ）・Ｌを比較すると、それぞれ図１７（ａ）
、（ｂ）のようになる。これより、同じ入射光波長で比較すると、本実施形態のＳＯＡの
方が単電極構成ＳＯＡよりＳＯＡ自体から発生するＡＳＥ光の量を大幅に低減できている
ことが分かる。
【００８７】
　本実施形態では電極の最小単位を２０μｍとした例を示しているが、１０μｍや５０μ
ｍや１００μｍといった値でも本実施形態と同様の効果が得られる。ただし、１０μｍ未
満とした場合、非電極領域における吸収が大きくなり、電極構成や駆動状態の制御が困難
となる場合がある。
【００８８】
　Ｌｋ＝２ｍ・Ｌｌを満たす電極の長さの組を７とした例を示しているが、１組以上あれ
ば本実施形態と同様の効果が得られる。
【００８９】
　（実施形態４）
　以下に本発明の実施形態４について説明する。
【００９０】
　本実施形態においては、目標とする射出光を除いて実施形態１と同一である。そのため
、実施形態１との差分のみを説明する。よって、サンプル構成は図３に示すとおりだが、
電極の長さや駆動状態は実施形態１と異なる。
【００９１】
　本実施形態における目標とする射出光は、波長１０１０～１０８０ｎｍにおいて光強度
２０ｍＷである矩形形状の掃引スペクトル（図１８）を想定している。
【００９２】
　最適駆動状態の導出方法は実施形態１に示したとおりである。
【００９３】
　本実施形態ではたとえば１０１０、１０４０、１０８０ｎｍに対して最適駆動状態にで
きるように電極の長さを設計することを考える。
【００９４】
　対象波長範囲である１０１０～１０８０ｎｍに対して最適駆動状態とするためのＬｇ、
Ｎｇ、Ｎａを求めた結果を図１９に示す。さらに、最適駆動状態を導出し、入射光波長λ
に対する最適駆動状態とするためのＮ１、Ｎ２、Ｎ３、Ｌｇをまとめると図２０のように
なる。なお、Ｎｇを黒丸、Ｎａを白丸で各プロット点を示す。ただし、ここで示している
電極構成（Ｌ１＝４５８［μｍ］、Ｌ２＝５０６［μｍ］、Ｌ３＝２８７８［μｍ］）は
１例であり、電極の長さとその電極に対応する駆動状態を入れ替えても同様の効果が得ら
れる。
【００９５】
　本実施形態のＳＯＡと単電極構成ＳＯＡとで、たとえば入射光波長１０３０、１０６０
ｎｍにおいて最適駆動状態としたｇ（Ｎ、λ）・Ｌを比較すると、それぞれ図２１（ａ）
、（ｂ）のようになる。これより、同じ入射光波長で比較すると、本実施形態のＳＯＡの
方が単電極構成ＳＯＡよりＳＯＡ自体から発生するＡＳＥ光の量が少ないことが分かる。
【００９６】
　（実施形態５）
　以下に本発明の実施形態５を示す。
【００９７】
　本実施形態の構成について、図２２を用いて説明する。本実施形態では、本発明のＳＯ
Ａを用いたＯＣＴ装置の例を示す。
【００９８】
　ＯＣＴ装置は、射出される光周波数が掃引される光源部３０１（ＭＥＭＳ－ＶＣＳＥＬ
）と、光出力の増大と掃引スペクトル形状制御を行う光増幅器（ＳＯＡ）３０２と、その
間のアイソレータ３０３とを有する。そして、干渉光を生成する干渉部３０４と、干渉光
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を受光して干渉信号を出力する信号出力部３０５と、該干渉信号に基づいて物体（被検体
）の情報を取得する取得部３０６とを有している。さらに、ＯＣＴ装置は、測定アーム（
照射光学系）３０７と参照アーム（参照光学系）３０８を有している。
【００９９】
　干渉部３０４は、２つのカプラ３１０、３１１を有している。まず、カプラ３１０は光
源から射出された光を被検体３１２へ照射する照射光と参照光とに分岐する。照射光は、
測定アーム３０７を経由して被検体３１２に照射される。より具体的には、測定アーム３
０７に入射した照射光は偏光コントローラ３１３で偏光状態を整えられた後、コリメータ
３１４から空間光として射出される。その後、照射光はＸ軸スキャナ３１５、Ｙ軸スキャ
ナ３１６、フォーカスレンズ３１７を介して被検体３１２に照射される。なお、Ｘ軸スキ
ャナ３１５、Ｙ軸スキャナ３１６は被検体３１２を照射光で走査する機能を有する走査部
である。走査部によって、照射光の被検体３１２への照射位置が変えられる。そして、被
検体３１２からの後方散乱光（反射光）は、再びフォーカスレンズ３１７、Ｙ軸スキャナ
３１６、Ｘ軸スキャナ３１５、コリメータ３１４、偏光コントローラ３１３を経由して測
定アーム３０７から射出される。そして、カプラ３１０を経由してカプラ３１１に入射す
る。なお、干渉部３０４、測定アーム３０７、参照アーム３０８とを合わせて干渉光学系
と呼ぶことが出来る。図２２において干渉光学系は、マッハツェンダー型だが、マイケル
ソン型であってもよい。
【０１００】
　一方、参照光は参照アーム３０８を経由し、カプラ３１１に入射する。より具体的には
、参照アーム３０８に入射した参照光は、偏光コントローラ３１８で偏光状態を整えられ
た後、コリメータ３１９から空間光として射出される。その後、参照光は分散補償ガラス
３２０、光路長調整光学系３２１、分散調整プリズムペア３２２を通り、コリメータレン
ズ３２３を介して光ファイバーに入射され、参照アーム３０８から射出されてカプラ３１
１に入射する。
【０１０１】
　カプラ３１１で測定アーム３０７を経由した被検体３１２の反射光と参照アーム３０８
を通った光とが干渉する。そして、その干渉光を信号出力部３０５で検出する。信号出力
部３０５は、差動検出器３２４とＡ／Ｄ変換器３２５を有している。まず、信号出力部３
０５では、カプラ３１１で干渉光を発生させた後すぐに分波された干渉光を差動検出器３
２４で検出する。そして、差動検出器３２４で電気信号に変換された干渉信号をＡ／Ｄ変
換器３２５でデジタル信号に変換している。そして、デジタル信号が情報取得部３０６に
送られ、デジタル信号に対してフーリエ変換などの周波数分析が行われることで、被検体
３１２の情報が得られる。得られた被検体３１２の情報は表示部３２６によって断層像と
して表示される。
【０１０２】
　図２２のＯＣＴ装置では、干渉光のサンプリングタイミングは、光源の外に設けられる
ｋクロック発生部３２７が発信するｋクロック信号に基づいて等光周波数（等波数）間隔
に行われる。また、光源から射出された光の一部をｋクロック発生部３２７に分岐するた
めに、カプラ３０９が設けられている。なお、ｋクロック発生部３２７、カプラ３０９は
光源３０１、またはＳＯＡ３０２に組み込まれていてもよい。
【０１０３】
　以上は、被検体３１２のある１点における断層に関する情報の取得のプロセスであり、
このように被検体３１２の奥行き方向の断層に関する情報を取得することをＡ－ｓｃａｎ
と呼ぶ。また、Ａ－ｓｃａｎと直交する方向で被検体３１２の断層に関する情報、すなわ
ち２次元画像を取得するための走査方向をＢ－ｓｃａｎ、さらにＡ－ｓｃａｎ、およびＢ
－ｓｃａｎのいずれの走査方向とも直交する方向に走査することをＣ－ｓｃａｎと呼ぶ。
これは、３次元断層像を取得する際に眼底面内に２次元ラスター走査する場合、高速な走
査方向がＢ－ｓｃａｎ、Ｂ－ｓｃａｎをその直交方向に並べて走査する低速な走査方向を
Ｃ－ｓｃａｎと呼ぶ。Ａ－ｓｃａｎ及びＢ－ｓｃａｎを行うことで２次元の断層像が得ら
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ことができる。Ｂ－ｓｃａｎ、Ｃ－ｓｃａｎは、上述したＸ軸スキャナ３１５、Ｙ軸スキ
ャナ３１６により行われる。
【０１０４】
　なお、Ｘ軸スキャナ３１５、Ｙ軸スキャナ３１６は、それぞれ回転軸が互いに直交する
よう配置された偏向ミラーで構成されている。Ｘ軸スキャナ３１５はＸ軸方向の走査を行
い、Ｙ軸スキャナ３１６はＹ軸方向の走査を行う。Ｘ軸方向、Ｙ軸方向の各方向は、被検
体の表面垂線に対して垂直な方向で、互いに垂直な方向である。また、Ｂ－ｓｃａｎ、Ｃ
－ｓｃａｎのようなライン走査方向と、Ｘ軸方向またはＹ軸方向とは、一致していなくて
もよい。このため、Ｂ－ｓｃａｎ、Ｃ－ｓｃａｎのライン走査方向は、撮像したい２次元
の断層像あるいは３次元の断層像に応じて、適宜決めることができる。
【０１０５】
　本実施形態で特徴的なのはＳＯＡであり、上記実施形態で記載した本発明のＳＯＡを用
いると、ＭＥＭＳ－ＶＣＳＥＬの掃引スペクトル形状を制御しながらＡＳＥ光を低減でき
るので、高解像な断層画像情報を取得するのに有利となる。このＯＣＴ装置は、主に眼科
における断層画像撮影に有用である。
【符号の説明】
【０１０６】
　２０１　入射端面
　２０２　射出端面
　２０３　上部電極層（ｐ電極）
　２０４　下部電極層（ｎ電極）
　２０５　活性層
　２０６　リッジ
　２０７　第１電極領域
　２０８　第２電極領域
　２０９　第３電極領域
　２１０　ＧａＡｓ基板
　２１１　ｎ型クラッド層
　２１２　ｐ型クラッド層
　２１３　コンタクト層
　２１４　絶縁膜
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